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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第３四半期連結
累計期間

第37期
第３四半期連結
累計期間

第36期

会計期間

自平成22年
12月１日
至平成23年
８月31日

自平成23年
12月１日
至平成24年
８月31日

自平成22年
12月１日
至平成23年
11月30日

売上高（千円） 6,174,8226,118,6308,934,073

経常利益（千円） 236,239 386,063 406,473

四半期（当期）純利益（千円） 203,099 283,992 372,136

四半期包括利益又は包括利益（千円） 249,603 160,310 77,465

純資産額（千円） 3,936,6193,911,6363,764,481

総資産額（千円） 12,620,14612,425,71712,654,506

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 30.88 43.17 56.57

自己資本比率（％） 31.2 31.5 29.7

　

回次
第36期

第３四半期連結
会計期間

第37期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
６月１日
至平成23年
８月31日

自平成24年
６月１日
至平成24年
８月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 18.67 11.69

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２．売上高に消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第36期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号  

平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

２【事業の内容】

　第３四半期連結累計期間において、報告セグメントの区分を変更しておりますが、当社グループ（当社及び当社の関

係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 また、主要な関係会社においても異動はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間から報告セグメントの区分を変更しておりますが、その詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「Ⅱ　当第３四半期連結累計期間　３．

報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３【財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況　

　当第３四半期連結累計期間における当社グループは前年同期比で減収増益となりました。

　当第３四半期連結累計期間の売上高は、61億18百万円（前年同期比0.9%減）となりました。

  セグメント別の内訳を示しますと、日本では21億35百万円(前年同期比0.04％増)となりました。米国では10億58

百万円(前年同期比1.0％減）となりましたが、現地貨幣ドルベースでは前年同期比2.5％増となりました。一方、欧

州・アジア他では29億24百万円（前年同期比1.5%減）となりましたが、現地貨幣ユーロベースでは前年同期比

7.9％増となりました。

  利益面では、営業利益が４億26百万円（前年同期比4.7％増）と堅調に推移いたしました。前々期第35期から推進

してきた構造改革により、利益面において前年同期以上の効果が現れる形となりました。具体的にはドル出荷対策

により原価が抑えられたことを筆頭に、販売費及び一般管理費の削減等による効果がもたらしたものです。

  経常利益は３億86百万円（前年同期比63.4％増）となりました。前述の営業利益の増加に加え、支払利息の低減

等による営業外費用の削減がもたらしたものです。

  また、四半期純利益は、２億83百万円（前年同期比39.8％増）となりました。

  

（2）連結財政状態に関する定性的情報　

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は124億25百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億28百万円減少い

たしました。主な要因は受取手形及び売掛金の減少３億28百万円、商品及び製品の増加５億20百万円等により流動

資産合計が１億27百万円増加し、建設仮勘定の減少１億99百万円等により固定資産合計が３億55百万円減少したこ

とによるものです。

  負債は85億14百万円となり前連結会計年度末と比較して３億75百万円減少いたしました。主な要因は支払手形及

び買掛金等が３億89百万円減少したことによるものです。

  なお、純資産は39億11百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億47百万円増加いたしました。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は特にありません。

　

（4）研究開発活動　

　当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、３億47百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成24年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年10月９日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,578,000 6,578,000
大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

（注）

単元株式数　100株

計 6,578,000 6,578,000 － －

　（注）普通株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
(株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減額
（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成24年６月１日～

平成24年８月31日
－ 6,578,000 － 942,415 － 219,136

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容の確認ができず、記載する

ことができないため、直前の基準日（平成24年５月31日現在）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成24年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

  無議決権株式   －   －   －

  議決権制限株式（自己株式等）   －   －   －

  議決権制限株式（その他）   －   －   －

  完全議決権株式（自己株式等）   －   －   －

  完全議決権株式（その他）  普通株式 6,577,300            65,773 －

  単元未満株式  普通株式    　 700   －   －

  発行済株式総数           6,578,000   －   －

  総株主の議決権   － 65,773   －

②【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年６月１日から平成

24年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年12月１日から平成24年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,019,465 2,078,445

受取手形及び売掛金 1,898,417 1,570,247

商品及び製品 2,088,377 2,609,372

仕掛品 － 703

原材料及び貯蔵品 1,473,782 1,707,715

繰延税金資産 34,871 9,048

その他 833,901 482,354

貸倒引当金 △68,058 △50,052

流動資産合計 8,280,757 8,407,832

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,989,074 1,914,960

機械装置及び運搬具（純額） 162,817 151,340

工具、器具及び備品（純額） 602,681 589,829

土地 553,740 553,740

リース資産（純額） 9,509 7,681

建設仮勘定 227,585 28,148

有形固定資産合計 3,545,408 3,245,701

無形固定資産

その他 537,494 473,593

無形固定資産合計 537,494 473,593

投資その他の資産

投資有価証券 2,922 2,730

繰延税金資産 134,902 139,648

その他 185,158 188,078

貸倒引当金 △32,136 △31,866

投資その他の資産合計 290,846 298,590

固定資産合計 4,373,749 4,017,885

資産合計 12,654,506 12,425,717
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,689,124 1,299,605

短期借入金 3,758,687 2,556,313

1年内返済予定の長期借入金 1,257,184 ※
 1,147,696

1年内償還予定の社債 60,000 160,000

未払法人税等 34,831 36,894

設備関係支払手形 5,845 12,819

賞与引当金 － 14,000

その他 472,157 269,719

流動負債合計 7,277,830 5,497,048

固定負債

社債 160,000 －

長期借入金 1,359,947 ※
 2,940,516

繰延税金負債 30,517 30,582

その他 61,730 45,935

固定負債合計 1,612,194 3,017,033

負債合計 8,890,025 8,514,081

純資産の部

株主資本

資本金 942,415 942,415

資本剰余金 843,056 219,136

利益剰余金 3,182,868 4,077,624

株主資本合計 4,968,339 5,239,175

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △606 △799

為替換算調整勘定 △1,203,252 △1,326,740

その他の包括利益累計額合計 △1,203,858 △1,327,539

純資産合計 3,764,481 3,911,636

負債純資産合計 12,654,506 12,425,717
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年８月31日)

売上高 6,174,822 6,118,630

売上原価 3,833,607 3,865,679

売上総利益 2,341,214 2,252,951

販売費及び一般管理費 1,933,845 1,826,587

営業利益 407,369 426,364

営業外収益

受取利息 3,602 10,461

受取家賃 3,194 8,762

為替差益 － 60,132

貸倒引当金戻入額 － 1,406

その他 4,094 3,036

営業外収益合計 10,890 83,798

営業外費用

支払利息 143,855 122,858

為替差損 37,414 －

その他 752 1,241

営業外費用合計 182,021 124,099

経常利益 236,239 386,063

特別利益

貸倒引当金戻入額 467 －

固定資産売却益 70,672 －

特別利益合計 71,139 －

特別損失

投資有価証券評価損 7,930 －

特別損失合計 7,930 －

税金等調整前四半期純利益 299,448 386,063

法人税、住民税及び事業税 101,224 103,490

法人税等調整額 △4,875 △1,419

法人税等合計 96,349 102,071

少数株主損益調整前四半期純利益 203,099 283,992

四半期純利益 203,099 283,992
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 203,099 283,992

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,037 △192

為替換算調整勘定 44,467 △123,488

その他の包括利益合計 46,504 △123,681

四半期包括利益 249,603 160,310

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 249,603 160,310
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年12月１日
至　平成24年８月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（賞与引当金）　

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当第３四半期連結累計期間に属する額を「賞与引当金」

として計上しております。なお、前連結会計年度末においては、連結財務諸表作成時に従業員への賞与支給額が確定して

いたため、前連結会計年度に属する額を流動負債の「その他」（未払費用）として計上しておりました。

　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　財務制限条項　

当第３四半期連結会計期間末における長期借入金のうち430,000千円及び1年以内返済予定の長期借入金のうち

120,000千円には、以下の財務制限条項が付されております。

(1) 平成24年11月期以降の各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、平成23年11月

期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期末の末日における純資産の部の合計額のいず

れか大きいほうの75％以上維持すること。

(2) 平成24年11月期以降の各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の金額を0円以上に維持する

こと。

(3) 平成24年11月期以降の各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、以下の計算式の基準値αが６を上回ら

ないこと。

基準値α＝棚卸資産÷月商

注１　棚卸資産＝商品及び製品並びに原材料及び貯蔵品の合計

注２　月商＝売上高÷12

(4) 平成24年11月期以降の各年度決算期の末日における連結損益計算書及び連結貸借対照表において、以下の計算式の基

準値βが12を上回らないこと。但し、以下の計算式におけるキャッシュフローがゼロ又は負の数値となる場合は、基準

値βが12を上回ったものとみなす。

基準値β＝総有利子負債額÷キャッシュフロー

注１　総有利子負債額＝総有利子負債－正常運転資金－現預金

（但し、当該計算式＜０の場合は、総有利子負債額＝０として計算。）

注２　総有利子負債＝短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、１年内償還予定の社債、長期借入金、コマーシャル

ペーパー及び社債（新株予約権付社債を含む。）の合計

注３　正常運転資金＝売掛金＋受取手形（割引・裏書譲渡手形を除く。）＋棚卸資産－買掛金－支払手形（設備支払

手形を除く。）

（但し、当該計算式＜０の場合は、正常運転資金＝０として計算。）

注４　キャッシュフロー＝経常損益－法人税等充当額－配当＋減価償却費　

上記の財務制限条項(1)から(4)のいずれか一項目以上に抵触した場合、金利の引き上げが行われます。また、上記の財

務制限条項(1)又は(2)のいずれかの同一項目に２期連続抵触した場合には期限前分割弁済を行うことになります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累

計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
　
　

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年12月１日
至　平成24年８月31日）

　減価償却費 　431,020千円 　437,273千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年８月31日）

１　配当に関する事項

　該当事項はありません。　

２　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年12月１日　至　平成24年８月31日）

１　配当に関する事項

（決  議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年２月23日

取締役会
普通株式 13,156千円

利益剰余金

（注）　
２円  平成23年11月30日 平成24年２月24日

（注）平成24年２月23日開催の定時株主総会決議に基づき、資本剰余金623,920千円を取り崩し、利益剰余金に振り替え

をいたしました。

２　株主資本の著しい変動

　当社は、平成24年2月23日付で、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を623,920千円減少し、その他資

本剰余金へ振り替えました。また、同日付で、会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を623,920千円減少

し、繰越利益剰余金へ振り替えました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自  平成22年12月１日  至  平成23年８月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 

報告セグメント　
調整額
（注1）　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)　

日本 米国
欧州・アジア

他
合計

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への売上高 2,134,6241,069,5082,970,6896,174,822 － 6,174,822

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
868,59138,761 80,655988,007(988,007) －

計 3,003,2151,108,2693,051,3447,162,829(988,007)6,174,822

セグメント利益 137,17053,119220,949411,239(3,870)407,369

　（注）1.セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

 2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自  平成23年12月１日 至  平成24年８月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 

報告セグメント　
調整額
（注1）　

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)　

日本 米国
欧州・アジア

他
合計

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への売上高 2,135,4621,058,4802,924,6886,118,630 － 6,118,630

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
884,59747,480 90,8771,022,954(1,022,954)－

計 3,020,0591,105,9613,015,5657,141,585(1,022,954)6,118,630

セグメント利益又は損失（△） 169,559△41,171309,466437,855(11,491)426,364

　（注）1.セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

 2.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

３　報告セグメントの変更等に関する事項

　連結子会社Opticon Sensors Europe B.V.が、「欧州」のみならず「アジア他」に対する販売及びその管理活動も

行っていることから、第１四半期連結会計期間から、同一の経営管理下の販売拠点について集計した数値をもとに経

営判断を実施しております。これに伴い、従来「欧州」と「アジア他」に区分していた報告セグメントについて、「欧

州・アジア他」に集約しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期間において用いた報告セグメントに

より区分して記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年12月１日
至　平成24年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 30円88銭 43円17銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 203,099 283,992

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 203,099 283,992

普通株式の期中平均株式数（株） 6,578,000 6,578,000

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

　

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

平成24年10月５日

株式会社　オプトエレクトロニクス

　 取締役会 御中 　

　 有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

　
 指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 西岡雅信  印

　
 指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 長塚　弦  印

　
 指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 西川福之
　

 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オプトエ
レクトロニクスの平成23年12月１日から平成24年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年６
月１日から平成24年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年12月１日から平成24年８月31日まで）に係
る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して
四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オプトエレクトロニクス及び連結子会社の平成24年８月31日現
在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　

　
　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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